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栃
木
県
知
事
選
挙
が
、
11
月
11

日
告
示
、
11
月
28
日
投
票
の
日
程

で
執
行
さ
れ
ま
す
。

投
票
日
に
は
、
棄
権
せ
ず
に
、

あ
な
た
の
貴
重
な
一
票
を
投
票
し

ま
し
ょ
う
。

昭
和
59
年
11
月
29
日
以
前
に
生

ま
れ
た
日
本
国
民
で
、
平
成
16
年

8
月
10
日
以
前
か
ら
引
き
続
き
上

三
川
町
に
住
所
を
有
し
、
住
民
基

本
台
帳
に
登
録
さ
れ
て
い
る
人

①
県
内
か
ら
の
転
入
者

平
成
16
年
8
月
11
日
以
降
に
転

入
し
て
き
た
人
は
、
上
三
川
町
で

は
投
票
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん

が
、
前
住
所
地
の
選
挙
時
登
録
選

挙
人
名
簿
に
登
録
さ
れ
て
い
れ

ば
、
そ
の
前
住
所
地
で
投
票
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

た
だ
し
、
こ
れ
に
該
当
す
る
人

は
、
い
ず
れ
か
の
市
町
村
の
長
が

発
行
す
る
「
引
き
続
き
栃
木
県
の

区
域
内
に
住
所
を
有
す
る
旨
の
証

明
書
（
無
料
）」
又
は
「
住
民
票

の
写
し
（
前
述
の
証
明
書
に
代
え

て
発
行
す
る
場
合
は
無
料
）」
を

あ
ら
か
じ
め
住
民
課
総
合
窓
口
係

で
受
け
取
り
、
前
住
所
地
の
投
票

所
の
受
付
で
提
示
し
て
く
だ
さ

い
。
ま
た
、
期
日
前
投
票
・
不
在

者
投
票
を
行
う
場
合
も
、
投
票
用

紙
等
の
請
求
の
手
続
き
を
す
る
際

に
、
こ
の
証
明
書
等
を
提
示
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

②
県
外
か
ら
の
転
入
者

平
成
16
年
8
月
11
日
以
降
に
県

外
の
市
区
町
村
か
ら
転
入
し
て
き

た
人
は
、
今
回
の
栃
木
県
知
事
選

挙
に
つ
い
て
は
投
票
す
る
こ
と
が

で
き
ま
せ
ん
。

10
月
31
日
ま
で
に
町
内
で
住
所

異
動
の
届
出
を
し
た
人
は
、
新
し

い
住
所
の
投
票
所
で
投
票
で
き
ま

す
。
11
月
1
日
以
降
に
住
所
異
動

の
届
出
を
し
た
人
は
、
旧
住
所
の

投
票
所
で
投
票
し
て
く
だ
さ
い
。

入
場
券
は
、
世
帯
ご
と
に
封
書

で
郵
送
し
ま
す
（
１
人
世
帯
の
人

は
葉
書
で
郵
送
し
ま
す
）。
投
票

す
る
際
に
は
、
お
忘
れ
の
な
い
よ

う
に
お
願
い
し
ま
す
。

も
し
、
入
場
券
を
紛
失
し
た
場

合
で
も
、
選
挙
人
名
簿
に
登
録
さ

れ
て
い
れ
ば
投
票
で
き
ま
す
の

で
、
投
票
所
の
係
員
に
申
し
出
て

く
だ
さ
い
。

目
の
不
自
由
な
人
に
は
、
点
字

器
を
用
意
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

身
体
が
不
自
由
な
ど
の
理
由
で
字

の
書
け
な
い
人
は
、
投
票
所
の
係

員
が
代
筆
し
ま
す
。
い
ず
れ
も
、

投
票
所
の
係
員
に
申
し
出
て
く
だ

さ
い
。

次
の
よ
う
な
投
票
は
、
せ
っ
か

く
投
票
し
て
も
無
効
に
な
っ
て
し

ま
い
ま
す
の
で
、
気
を
つ
け
て
投

票
し
て
く
だ
さ
い
。

投
票
で
き
る
人

転
入
し
て
き
た
人
は

栃
木
県
知
事
選
挙

栃
木
県
知
事
選
挙 
栃
木
県
知
事
選
挙 
栃
木
県
知
事
選
挙 
栃
木
県
知
事
選
挙 

こ
の
一
票
　
未
来
の
と
ち
ぎ
へ
　
プ
レ
ゼ
ン
ト 

投票区・投票所・投票区域一覧（投票時間＝午前7時～午後8時）
投票区 投 票 所 名 区 域

第1 本郷小学校体育館 上郷1区・上郷2区・上郷3区・上郷4区・上郷5区・東蓼沼東・東蓼沼西

第2 本郷中学校体育館 西蓼沼・中根・向川原・東汗東・東汗西・上文挾・西木代・露無

第3 本郷北小学校体育館
西汗上東・西汗上西・西汗下・磯岡・美里・青雲寮・本郷台団地第1・
本郷台団地第2・ひがしはら

第4 坂上小学校体育館 三ツ家・常光坊・五分一・三村・坂上本田・坂上河原・三本木・雇用促進住宅南

第5 中央公民館大集会室 下町1区・下町2区・下町3区・下町4区・下町5区・下蒲生

第6 上三川町役場町民ホール 上町・峰町・上蒲生南・しらさぎ・マロニエプラザ・殿山寮・上三川寮・白鷺寮・並木

第7 上三川小学校体育館
中町・大町・東館北部・東館南部・泉町・井戸川・愛宕町・桃畑・睦渕・
雇用促進住宅・友愛苑

第8 明治南小学校体育館
天神町・西町・本町・城台・下多功・多功下坪・下梁・川中子1区（1～199番地）・
間の田・西浦・富士見台・県営住宅

第9 明治小学校体育館
大山第1・大山第2・大山第3・大山第4・上梁・川中子1区（200番地～）・川中子2区・
下神主・上神主・鞘堂・ゆうきが丘第1・ゆうきが丘第2・ゆうきが丘第3・
ゆうきが丘第4・ゆうきが丘第5・薄市・トータスホーム

第10 北 小 学 校 体 育 館
願成寺・上蒲生北・日産第1・日産第3・ペレンネ若松・川中子3区・石田下坪・
西田南・西田北・島崎・石田上坪

町
内
で
の
住
所
変
更

入
場
券
を
忘
れ
ず
に

点
字
投
票
・
代
理
投
票

こ
ん
な
投
票
は
無
効
で
す
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・
所
定
の
用
紙
を
用
い
な
い
も
の

・
候
補
者
で
な
い
者
、
又
は
候
補

者
と
な
る
こ
と
の
で
き
な
い
者

の
氏
名
を
記
載
し
た
も
の

・
被
選
挙
権
の
な
い
候
補
者
の
氏

名
を
記
載
し
た
も
の

・
2
人
以
上
の
候
補
者
の
氏
名
を

記
載
し
た
も
の

・
候
補
者
の
氏
名
の
ほ
か
に
他
事

を
記
載
し
た
も
の

・
候
補
者
の
氏
名
を
自
書
し
な
い
も
の

・
ど
の
候
補
者
を
記
載
し
た
か
確

認
で
き
な
い
も
の

・
白
紙
投
票

・
単
に
雑
事
を
記
載
し
た
も
の

・
単
に
記
号
、
符
号
を
記
載
し
た
も
の

投
票
日
当
日
に
仕
事
、
旅
行
、

レ
ジ
ャ
ー
、
冠
婚
葬
祭
等
の
用
務

が
あ
る
な
ど
、
一
定
の
事
由
に
該

当
が
見
込
ま
れ
る
人
は
、
期
日
前

投
票
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

期
間
＝
11
月
12
日
昔
〜
27
日
析

午
前
8
時
30
分
〜
午
後
8
時

場
所
＝
役
場
3
階
中
会
議
室

ま
た
、
長
期
出
張
等
の
た
め
上

三
川
町
で
期
日
前
投
票
が
で
き
な

い
人
は
、
不
在
者
投
票
を
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
の
で
、
町
選
挙
管

理
委
員
会
（
以
下
「
委
員
会
」
と

い
う
。
）
に
ご
相
談
く
だ
さ
い

（
期
間
は
、
期
日
前
投
票
の
場
合

と
同
様
で
す
）。

郵
便
等
に
よ
る
不
在
者
投
票
が

で
き
る
人
は
次
の
と
お
り
で
す
。

①
身
体
障
害
者
手
帳
の
交
付
を
受

け
て
い
る
人

②
戦
傷
病
者
手
帳
の
交
付
を
受
け

て
い
る
人

③
介
護
保
険
法
に
規
定
す
る
要
介

護
者
で
介
護
保
険
の
被
保
険
者

証
（
以
下
単
に
「
被
保
険
者
証
」

と
い
う
。）
の
要
介
護
状
態
区

分
に
要
介
護
5
と
記
載
さ
れ
て

い
る
人

※
右
記
に
該
当
し
て
い
て
も
、
障

害
の
箇
所
や
程
度
等
に
よ
り
郵

便
等
に
よ
る
不
在
者
投
票
が
認

め
ら
れ
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す

（
郵
便
等
投
票
が
認
め
ら
れ
る
範

囲
は
、
身
体
障
害
者
手
帳
又
は

戦
傷
病
者
手
帳
に
記
載
さ
れ
て

い
る
等
級
に
よ
っ
て
異
な
り
ま

す
）
の
で
、
詳
し
く
は
委
員
会

ま
で
お
問
い
合
せ
く
だ
さ
い
。

※
代
理
記
載
制
度
の
利
用
を
希
望

す
る
人
は
、
委
員
会
ま
で
お
問

い
合
せ
く
だ
さ
い
。

な
お
、
郵
便
等
に
よ
り
投
票
を

す
る
場
合
に
は
、「
郵
便
等
投
票

証
明
書
（
以
下
「
証
明
書
」
と
い

う
。）」
が
必
要
で
す
。
証
明
書
の

有
効
期
限
は
、
①
及
び
②
に
該
当

す
る
人
に
つ
い
て
は
交
付
の
日
か

ら
7
年
、
③
に
該
当
す
る
人
は
交

付
の
日
か
ら
被
保
険
者
証
に
記
載

さ
れ
て
い
る
要
介
護
認
定
の
有
効

期
間
の
末
日
ま
で
で
す
。
証
明
書

の
交
付
を
希
望
又
は
交
付
済
み
の

証
明
書
の
有
効
期
限
が
過
ぎ
て
い

た
り
紛
失
し
て
い
る
等
の
場
合

は
、
早
め
に
委
員
会
に
申
請
等
の

手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

ま
た
、
郵
便
等
に
よ
る
不
在
者

投
票
の
請
求
の
期
限
は
、
投
票
日

の
4
日
前
ま
で
（
11
月
24
日
戚
の

午
後
5
時
ま
で
）
で
す
。

栃
木
県
選
挙
管
理
委
員
会
が
指

定
し
た
病
院
や
老
人
ホ
ー
ム
な
ど

の
施
設
に
入
院
（
所
）
中
の
人
は
、

そ
の
施
設
で
不
在
者
投
票
を
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。
詳
し
く
は
、

入
院
（
所
）
先
の
施
設
又
は
、
町

選
挙
管
理
委
員
会
に
お
問
い
合
せ

く
だ
さ
い
。

▼
問
い
合
せ
先
＝

上
三
川
町
選
挙
管
理
委
員
会

牲
○56
9
1
1
6

田川
国道
352号

国
道
4
号

県道羽生田－上
蒲生線

地
方
道
宇
都
宮
―

新
国
道
4
号

県

道
二
宮

―
宇
都
宮
線

鬼
怒
川江

川

日
産
栃
木
工
場

→真岡

→真岡

←壬生

←雀宮

←壬生

←壬生

↓
東
京

↓
東
京

↓
南
河
内

↑
宇
都
宮

↑
宇
都
宮

↑
宇
都
宮

↑
福
島

↑
宇
都
宮

結
城
線

文

文

投
票
所
の
ご
案
内

石
橋
駅

県道雀 真 線県道雀宮－真岡線

第3 本郷北小学校体育館

第2 本郷中学校体育館

第10 北小学校体育館

第9 明治小学校体育館

第8 明治南小学校体育館

第6 上三川町役場町民ホール

第7 上三川小学校体育館

第5 中央公民館大集会室

第4 坂上小学校体育館

第1 本郷小学校体育館

期
日
前
投
票
・
不
在
者
投
票

﹇
宣
誓
書
（
兼
請
求
書
）
の

記
載
が
必
要
で
す
。﹈

郵
便
等
に
よ
る
不
在
者
投
票

入
院
（
所
）
中
の
人
は
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上三川町職員の給与等の状況
町職員の給与等についてお知らせします。
町職員の給与は、地方公務員法に基づき議会の議決を経て、条例で定められています。

人件費の状況（普通会計決算）

職員給与費の状況（普通会計予算）

職員の平均給料月額及び平均年齢の状況（平成16年4月1日現在）

職員の初任給の状況（平成16年4月1日現在）

職員の経験年数別・学歴別平均給料月額（平成16年4月1日現在）

一般行政職の級別職員数の状況（平成16年4月1日現在）

区 分 住民基本台帳人口 歳出額
（A） 実質収支 人権費

（B）
人件費率
（B/A）

前年度の
人件費率

平成15年度 30,809人
（平成16年4月1日現在）

9,435,832千円 317,016千円 1,934,721千円 20.5% 20.5%

区 分 職員数
（A）

給 与 費 一人当たりの
給与費
（B/A）給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計

（B）

平成16年度 220人 927,645千円 126,919千円 381,696千円 1,436,260千円 6,528千円

※人件費には、町長、助役等の特別職に支給される給与、報酬等を含みます。

※職員手当に退職手当は含みません。

区 分
一般行政職 技能労務職

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢

町職員 368,800円 43.8歳 299,000円 49.0歳

※一般行政職とは内部事務等に従事
する事務職員です。
※技能労務職とは運転手、公仕、給
食調理員などです。

区 分 経験年数
7年以上10年未満

経験年数
10年以上15年未満

経験年数
15年以上20年未満

一般行政職
大学卒 273,200円 315,000円 362,000円

高校卒 190,200円 256,500円 332,400円

技能労務職 198,900円 227,300円 265,600円

区 分 町職員

一般行政職
大学卒 160,200円

高校卒 138,800円

※経験年数とは採用後の勤続年数です。

※級は町給与条例に基づく給料表の区分です。
※標準的な職務の内容とは、それぞれの級に該当する職務です。

区 分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級 8 級 計

標準的
な職務
の内容

主事補
技師補

主 事
技 師

主 事
技 師

主 事
主 査
係 長

主 査
係 長
副主幹
課長補佐

副主幹
課長補佐

副主幹
課長補佐
主幹
課長

課 長

職員数 3人 7人 10人 24人 16人 19人 64人 14人 157人

構成比 1.9% 4.5% 6.4% 15.3% 10.2% 12.1% 40.7% 8.9% 100%
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期末・勤勉手当（平成15年度）〔国と同率〕

特殊勤務手当の状況（平成15年度）

扶養手当（平成15年度）〔国と同額〕

特別職の報酬等の状況（平成16年4月1日現在）

時間外勤務手当の状況（平成15年度） 住居手当（平成15年度）〔国と同額〕

通勤手当の状況（平成16年4月1日現在）

退職手当（平成15年度）〔国と同率〕

期末手当 勤勉手当

6月期 1.55月分 0.7月分

12月期 1.45月分 0.7月分

計 3.0月分 1.4月分

職務上の段階、職務の級等による加算措置有り

勤続年数
支 給 率

自己都合 勧奨・定年

20年 21.0月分 28.0875月分

25年 33.75月分 44.335月分

35年 47.5月分 60.99月分

最高限度額 60.0月分 60.99月分

※定年前早期退職特例措置として、2～20%の加算があり
ます。

特殊勤務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合 0.0%

支給対象職員一人当たり平均支給年額 0千円

手当の種類（手当数）
行旅死病人等取扱従事
伝染病防疫作業従事

以上2手当

※特殊勤務手当とは、危険、不快な業務に従事した職員に対して支給される手当です。

扶
養
手
当
（
月
額
）

①配偶者 13,500円

②子・父母等の扶養親族の内2人
まで（扶養親族でない配偶者を
有する場合の1人目の扶養親族）

6,000円
（6,500円）

③その他の扶養親族 5,000円

④加算額
（満16歳の年度初めから満22
歳の年度末までの子）

5,000円

時間外勤務手当
支給総額 29,070千円

職員一人当たり
平均支給年額

155千円

※扶養手当とは、要件に該当する扶養親族のいる職員に
支給されます。

※住宅を所有及び借り受けている職員に支給されます。

※通勤距離が片道2㎞以上ある職員に支給されます。

住居手当
（月 額）

①持家
1,000円

（新築5年以内は2,500円）

②借家 27,000円以内

通勤手当
（月 額）

①交通機関 定期券相当額

②交通用具 2,000円から17,200円

区 分 町 長 助 役 収入役 議 長 副議長 議 員

報酬等月額
（平成16年4月1日現在） 78万円 62万円 60万円 35万円 28万円 25.5万円

期末手当
（平成15年度支給割合） 3.3月 3.3月

14
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町職員数の状況
1  部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年4月1日現在）

区 分

部 門

職 員 数 対前年

増減数
主な増減理由

［（ ）内の数字は増減数 ］平成15年 平成16年

一
般
行
政
部
門

議 会 3 3

総 務 企 画 47 46 ▲1

税 務 15 15

民 生 49 52 3

衛 生 20 17 ▲3

農 林 水 産 16 16

商 工 3 3

土 木 20 20

小 計 173 172 ▲1

特
別
行

政
部
門

教 育 50 50

小 計 50 50

公
営
企
業
等

会
計
部
門

水 道 7 7

下 水 道 9 9

そ の 他 10 10

小 計 26 26

合 計 249 248 ▲1

注）1．職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員などを含み、臨時又は
非常勤職員を除いています。

2．一般行政部門とは、特別行政部門、公営企業等会計部門を除く全職員の分類をいいます。
特別行政部門とは、教育・警察・消防関係の職員の分類をいい、本町では教育関係職員のみとなります。
公営企業等会計部門とは、水道・下水道・その他（国民健康保険、介護保険等）関係の職員の分類をいいます。

※13～17年で17名を減する計画です。

2  定員適正化計画の進捗状況
（各年4月1日現在）

年
部 門

12 13 14 15 16 17 13～17計

計 画
増減数 ▲ 1 ▲ 5 ▲ 7 ▲ 1 ▲ 3 ▲17

職員数 263 262 257 250 249 246

実 績
増減数 ▲ 1 ▲ 5 ▲ 8 ▲ 1

職員数 262 257 249 248

▼問い合せ先＝総務課 行政管理係 牲○56 9116

清掃関係の業務の縮小・民間委託（▲2）
保健衛生業務の欠損不補充（▲1）

保健福祉施設関係業務を総務企画部門から移管（2）
保健福祉施設関係業務の業務増（1）

市町合併推進に伴う業務増（1）
保健福祉施設関係業務を民生部門へ移管（▲2）



国民健康保険
標準負担額減額認定証

パ
ーー
ト
ナ
ーー
か
ら
の
暴
力
暴
力
に
困
っっ
て
い
ま
せ
ん
か
？？

パ
ー
ト
ナ
ー
か
ら
の
暴
力
に
困
っ
て
い
ま
せ
ん
か
？

パ
ー
ト
ナ
ー
か
ら
の
暴
力
に
困
っ
て
い
ま
せ
ん
か
？

世帯主と世帯の国保加入者全員が住民税非課税
の世帯の人は、入院時の食事代が減額されます。
入院する予定のある人は事前に申請し、「標準負担
額減額認定証」（70歳以上の人は、「限度額適用・
標準負担額減額認定証」）の交付を受けてください。
申請した月の初日から適用になります。

また、低所得Ⅱの人で、過去1年の入院日数
（食事療養を受けた日数）が90日を超えた場合も
申請してください。「長期該当」となり、食事代が
さらに減額となります。
▼申請に必要なもの＝保険証・印かん（長期該当
の申請をする場合は、入院日数のわかる領収書等）

1
9
9
5
（
平
成
7
）
年
第
4
回
世
界

女
性
会
議
以
来
、
国
際
的
に
も
「
女
性
に

対
す
る
暴
力
」
へ
の
関
心
が
高
ま
っ
て
い

ま
す
。

「
女
性
に
対
す
る
暴
力
」
に
は
、
元
恋

人
・
パ
ー
ト
ナ
ー
か
ら
の
暴
力
（
ド
メ
ス

テ
ィ
ッ
ク
・
バ
イ
オ
レ
ン
ス
＝
D
V
）、

性
犯
罪
、
売
春
な
ど
、
多
様
な
形
態
が
あ

り
ま
す
。

生
活
の
中
で
女
性
た
ち
は
、
痴
漢
や
ス

ト
ー
カ
ー
、
強
姦
ご
う
か
ん

、
職
場
や
学
校
で
の
セ

ク
シ
ャ
ル
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
、
子
ど
も
へ

の
性
的
虐
待
と
、
さ
ま
ざ
ま
な
暴
力
を
受

け
て
い
ま
す
。
で
も
、「
ス
キ
が
あ
っ
た

か
ら
」「
抵
抗
し
な
か
っ
た
か
ら
」
と
ま

る
で
暴
力
の
被
害
を
受
け
た
ほ
う
が
悪
い

か
の
よ
う
に
、
女
性
に
も
非
難
が
向
け
ら

れ
ま
す
。
被
害
を
受
け
た
女
性
た
ち
の
多

く
は
、
長
い
間
沈
黙
を
強
い
ら
れ
て
き
ま

し
た
。

そ
し
て
今
、
こ
れ
ら
の
暴
力
の
根
源
に

あ
る
過
程
の
中
で
の
暴
力
を
、『
多
く
の

人
に
関
わ
る
事
』
＝
『
社
会
問
題
』
と
し

て
取
り
上
げ
る
動
き
が
出
て
き
ま
し
た
。

従
来
、
家
庭
や
親
し
い
男
女
間
で
ふ
る
わ

れ
る
暴
力
は
、
夫
婦
喧
嘩
や
恋
人
間
の
も

め
事
と
し
て
、
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
を
口
実
に

隠
さ
れ
て
き
ま
し
た
。
多
く
の
女
性
た
ち

が
被
害
に
あ
い
な
が
ら
、
社
会
の
奥
深
く

隠
さ
れ
て
き
た
D
V
が
、
今
よ
う
や
く
注

目
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。
日
本
で
も

2
0
0
0
（
平
成
12
）
年
7
月
、
女
性
に

対
す
る
暴
力
防
止
の
た
め
の
基
本
的
方
策

に
つ
い
て
提
言
し
た
、
男
女
共
同
参
画
審

議
会
答
申
が
出
さ
れ
ま
し
た
。

D
V
は
、
犯
罪
に
も
あ
た
る
行
為
で
あ

る
と
の
認
識
を
深
め
る
こ
と
が
大
切
で
す
。

▼
問
い
合
せ
先
＝

人
権
擁
護
課

女
性
青
少
年
係

牲
○56
9
1
5
2

健
康
福
祉
課

保
健
衛
生
係

牲
○56
9
1
3
2

9

※低所得Ⅱ＝世帯主及び世帯の国保加入者全員が住民税非課税の世帯の人
低所得Ⅰ＝世帯主及び世帯の国保加入者全員が住民税非課税で、かつ各種収入から必要経費・控除を差

し引いた所得が0円となる人
▼問い合せ先＝保険課 国保給付係 牲○56 9134

な
ぜ
、
今
、

ド
メ
ス
テ
ィ
ッ
ク
バ
イ
オ
レ
ン
ス
か

11
月
25
日
は
「
女
性
に
対
す
る

暴
力
撤
廃
国
際
日
」
で
す
。

区 分 食事代（1日あたり）

一般の加入者 7 8 0 円

低所得Ⅱ（※）
の人

6 5 0 円

5 0 0 円

70歳以上の被保険者で低所得Ⅰ（※）の人 3 0 0 円

過去1年の入院日数が90日未満（長期非該当）

過去1年の入院日数が90日以上（長期該当）
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老後の生活資金計画は万全ですか？
豊かな老後生活を送るために、農業者年金に加入することを考えてみませんか？

将来の年金受給に必要な原資をあらかじめ自分で積み立て、その運用実績により受給額が決まる
積立方式の確定拠出型年金です。そのため、加入者や受給者の数に影響されない安定した年金制度
であり、また、運用利回りの状況等で保険料が引き上げられることもありません。

確定拠出型で長期に安定した制度です。1

国民年金第1号被保険者で、年間60日以上農業に従事する60歳未満の人は、誰でも加入できます。
脱退も自由です。脱退一時金は支給されませんが、加入期間に関わらず、それまでに支払った保

険料は将来、年金として受け取れます。旧制度の加入者で特例脱退した人も、60歳未満であれば加
入できます。

農業に従事する人だけが加入できます。

毎月の保険料は2万円が基本ですが、最高6万7,000円まで、1,000円単位で自由に決められま
すので、農業経営の状況や老後設計に応じて、いつでも見直すことができます。余裕がない時は、
保険料負担を軽くしておき、余裕が出てきた時に積み増しすることも可能なのです。

保険料の額は自由に決められます。

年金は終身にわたって受け取れますが、
仮に加入者や受給者が80歳前に亡くなっ
た場合でも、死亡した翌月から80歳まで
に受け取るはずの年金（老齢年金）を、
予定利率で割り戻した額を死亡一時金と
して遺族が受け取れます。

80歳までの保証がついた
終身年金です。

加入期間が長いほど、複利効果等で運
用益のアップが期待できます。

（右グラフ参照）

早く加入するほど有利です。

新農業者年金制度の7つのメリット

1,800（万円）

1,600

1,400

1,200

1,000

800

600

400 310.8

10年

70.8
240

（50歳で加入）
20年

（40歳で加入）

668.4
188.4

480

30年
（30歳で加入）

383.0

720

1103.0

40年
（20歳で加入）

663.6

960

1623.6

200

試算上の仮定
保険料月額2万円、運用利回り65歳まで2％、65歳以降1.20％
受取総額は農業者年金における65歳での平均余命が前提

年金額の試算 運用益 保険金

2

3

4

5

専業 兼業 女性 後継者



7 意欲のある担い手は保険料助成が受けられます。

11

保険料は全額（最高年額80万4,000円）、所得税の社会保険料控除の対象になります。（個人年
金の場合、控除額の上限は5万円です）所得額が増えるほど地方税を含めた大きなメリットになり
ます。また、預貯金では利子の20％が課税されますが、農業者年金の運用益は非課税です。さらに、
受け取る年金についても、公的年金等控除の対象となります。

税制面でも大きなメリットがあります。

経費を除いた農業所得が900万円以下で、60歳までに20年以上加入することが見込まれる人が、
下の表の区分1～5のいずれかの条件を満たす場合には、基本保険料（2万円）のうち国から最高半
額の助成（政策支援）を受けることができます。国民年金以外では、唯一国からの保険料助成があ
る政策年金で、35歳未満の若い人ほど有利です。ただし、政策支援を受けている間は、保険料は2
万円に据え置かれ、増額することはできません。

※保険料の助成は、35歳未満であれば要件を満たしているすべての期間、35歳以上は10年間を限度とし、
通算して最大20年間受けられます。

※試算の前提条件＝ ●夫婦・子ども2人の世帯 ●農業所得は専従者給与差引後の金額
●子ども2人は扶養 ●国民年金に加入

新農業者年金には、政策支援を受けない年金（農業者老齢年金）と政策支援を受けた年金（特例付加年
金）の2種類があります。
農業者老齢年金は、自分で支払った保険料に基づく年金部分であり、特例付加年金は、保険料の助成に

基づく年金部分です。いずれも65歳からの受給が原則ですが、60歳からの繰り上げ受給ができます。特
例付加年金は、経営継承の都合などで65歳を過ぎて受給開始することも可能です。
▼問い合せ先＝農業委員会事務局 牲○56 9166

●保険料の助成対象者と助成額

●農業者老齢年金と特例付加年金

農業所得

政策支援加入者の場合の減税額 通常加入の場合の減税額

特例保険料（月額） 通常保険料（月額）

10,000円
（1万円の助成）

14,000円
（6千円の助成）

16,000円
（4千円の助成）

20,000円 50,000円 67,000円

300万円 14,600 20,600 23,600 29,400 73,500 98,600

600万円 31,200 43,800 50,100 62,400 156,000 209,200

900万円 34,800 48,700 55,800 69,600 173,500 226,700

区分 必 要 な 条 件 35歳未満 35歳以上

1 認定農業者で青色申告者 10,000円（5割） 6,000円（3割）

2 認定就農者で青色申告者 10,000円（5割） 6,000円（3割）

3
区分1又2の人と家族経営協定を締結し、経営に参
画している配偶者又は後継者

10,000円（5割） 6,000円（3割）

4
認定農業者又は青色申告者のいずれか一方を満た
す人で、3年以内に両方を満たすことを約束した人

6,000円（3割） 4,000円（2割）

5
35歳まで（25歳未満の場合は10年以内）に区分
1に該当することを約束した後継者

6,000円（3割） －

6



国
民
年
金
の
加
入
者
は
次
の
3
種
類
で
す

第
1
号
被
保
険
者

自
営
業
、
農
林
漁
業
等
の
人
と
、
そ
の

配
偶
者
、
学
生
、
家
事
手
伝
い
等
の
人

第
2
号
被
保
険
者

厚
生
年
金
保
険
、
共
済
組
合
に
加
入
し

て
い
る
人
（
会
社
員
、
公
務
員
等
）

第
3
号
被
保
険
者

第
2
号
被
保
険
者
に
扶
養
さ
れ
て
い
る

配
偶
者
（
年
収
130
万
円
未
満
）

国
の
運
営
だ
か
ら
安
心

生
涯
に
わ
た
り
年
金
が
支
給
さ
れ
ま
す
。

万
が
一
の
時
も
安
心

障
害
年
金
や
遺
族
年
金
も
あ
り
ま
す
。

公
的
年
金
だ
か
ら
有
利

年
金
額
の
一
部
は
国
が
負
担
し
て
い
ま
す
。

税
金
面
か
ら
も
有
利

納
め
た
保
険
料
は
全
額
、
社
会
保
険
料

控
除
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

国
民
年
金
保
険
料
は
、
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン

ス
ス
ト
ア
の
窓
口
や
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト

を
利
用
す
る
方
法
で
も
納
付
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

国
民
年
金
の
給
付
（
平
成
16
年
度
）

65
歳
に
な
っ
た
時

【
老
齢
基
礎
年
金
】

年
額
7
9
4
、5
0
0
円

（
保
険
料
を
40
年
納
め
た
人
）

老
齢
基
礎
年
金
を
受
け
る
た
め
に
は
、

保
険
料
を
納
め
た
期
間
と
免
除
さ
れ
た
期

間
、
及
び
合
算
対
象
期
間
を
合
わ
せ
て
25

年
以
上
必
要
で
す
。

被
保
険
者
期
間
中
の
病
気
・
ケ
ガ
で

障
害
が
残
っ
た
時

【
障
害
基
礎
年
金
】

1
級

年
額
9
9
3
、1
0
0
円

2
級

年
額
7
9
4
、5
0
0
円

障
害
基
礎
年
金
は
、
原
則
と
し
て
国
民

年
金
の
被
保
険
者
期
間
中
に
初
診
日
が
あ

る
病
気
・
ケ
ガ
で
障
害
が
残
っ
た
時
に
支

給
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、
被
保
険
者
期
間

の
う
ち
、
保
険
料
納
付
済
期
間
と
保
険
料

免
除
期
間
を
合
算
し
て
3
分
の
2
以
上
あ

る
こ
と
が
必
要
で
す
。

妻
・
子
を
残
し
て
亡
く
な
っ
た
時

【
遺
族
基
礎
年
金
】

合
計
額

1
、0
2
3
、1
0
0
円

基
本
額

7
9
4
、5
0
0
円

加
算
額

2
2
8
、6
0
0
円

（
子
1
人
い
る
妻
が
受
け
る
場
合
）

遺
族
基
礎
年
金
は
、
被
保
険
者
又
は
老

齢
基
礎
年
金
の
受
給
資
格
期
間
を
満
た
し

た
人
等
が
、
妻
・
子
を
残
し
て
亡
く
な
っ

た
時
、
遺
族
（
子
の
あ
る
妻
又
は
子
）
が

受
け
取
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
た
だ
し
、

被
保
険
者
等
が
亡
く
な
っ
た
場
合
は
、
被

保
険
者
期
間
の
う
ち
、
保
険
料
納
付
済
期

間
と
保
険
料
免
除
期
間
を
合
算
し
て
3
分

の
2
以
上
あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
困
難
な
時

所
得
（
収
入
）
が
少
な
い
人
等

全
額
免
除
と
半
額
免
除
の
保
険
料
免
除

制
度
が
あ
り
ま
す
。

・
全
額
免
除
＝
保
険
料
の
全
額
（
月
額
1

3
、3
0
0
円
）
が
免
除
さ
れ
ま
す
。

・
半
額
免
除
＝
保
険
料
の
半
額
が
免
除
さ

れ
ま
す
の
で
、
残
り
の
半
額
（
月
額
6
、

6
5
0
円
）
を
納
め
ま
す
。

20
歳
以
上
の
学
生
・
生
徒
の
人

在
学
中
の
保
険
料
が
猶
予
さ
れ
る
学
生

納
付
特
例
制
度
が
あ
り
ま
す
。

申
請
＝
免
除
・
学
生
納
付
特
例
制
度
の
申

請
は
、
役
場
住
民
課
窓
口
で
行
っ
て
く

だ
さ
い
。
な
お
、
前
年
の
所
得
を
確
認

す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
の
で
、
毎
年
申

請
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

▼
問
い
合
せ
先
＝

住
民
課

国
民
年
金
係

牲
○56
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12

月
は
国
民

制
度
推
進
月
間
で
す

11
月
は
国
民
年
金
制
度
推
進
月
間
で
す

国
民
年
金
は
20
歳
か
ら
60
歳
ま
で
の

す
べ
て
の
人
が
加
入
し
、
保
険
料
を

納
め
支
え
あ
う
制
度
で
す

保
険
料
を
納
め
る
と
次
の
よ
う
な

メ
リ
ッ
ト
が
あ
り
ま
す

国
民
年
金
保
険
料
は
24
時
間
365
日

納
め
る
こ
と
が
で
き
ま
す

国
民
年
金
は
生
涯
あ
な
た
を

サ
ポ
ー
ト
し
ま
す

明
日
の
あ
な
た
を
考
え
て
！

年
金
は
あ
な
た
が
主
人
公
で
す

私
た
ち
の
暮
ら
し
に
と
っ
て
、
か
け
が

え
の
な
い
公
的
年
金
の
意
義
と
役
割
や
、

そ
の
仕
組
み
を
理
解
し
て
い
た
だ
く
た

め
、
11
月
を
「
国
民
年
金
制
度
推
進
月
間
」

と
定
め
、
関
係
者
が
一
体
と
な
り
、
広
報

等
に
よ
り
制
度
の
推
進
に
努
め
て
い
き
ま

す
。こ

れ
を
機
会
に
、
年
金
制
度
の
重
要
性

に
つ
い
て
、
ぜ
ひ
考
え
て
み
て
く
だ
さ
い
。


